
 

東京納税貯蓄組合総連合会 

 

第１ 監査の目的 

   地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第７項に基づき、都が補助金交付等の財政

援助を行っている団体に対して、補助金の算定は適正に行われているか、財政援助に係る事業は

目的に沿って適切に執行されているか、監査を実施する。 

 

第２ 監査の対象 

 １ 監査対象団体及び局 

（１）監査対象団体 東京納税貯蓄組合総連合会 

（２）監査対象局  主税局 

  

２ 団体の概要 

（１）団体の概要 

東京納税貯蓄組合総連合会（以下「総連合会」という。）は、納税貯蓄組合法（昭和２６年法

律第１４５号）に基づき、会員の指導及び育成に関する事務、会員の行う事務についての連絡及

び調整に関する事務その他納税貯蓄組合の健全な発達を図るため必要な事務を行うことを目的

として、昭和３１年５月に設立された団体である。 

平成２４年度末現在、都内に３，０９１ある納税貯蓄組合が、税務署の所管地域ごとに４８の

地区納税貯蓄組合連合会（以下「地区連合会」という。）を組織しており、総連合会はこれらの

地区連合会を会員としている。 

総連合会は、主に次の事業を行っている。 

ア 関係官庁との連絡協調を図ること 

イ 会員相互の連絡協調を図ること 

ウ 納税貯蓄組合の普及拡充及びその内容充実を図ること 

エ 会報の発行 

（２）組 織 

総連合会は、事務局を千代田区神田小川町三丁目１番に置き、役員７２名（会長１名、名誉会

長１名、副会長１１名、常任理事１０名、理事４７名、監事２名）（全役員非常勤）及び事務局

職員３名で構成されている。 
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３ 都との関係 

都は、各年度における東京納税貯蓄組合総連合会補助金交付要綱に基づき、総連合会及び地区連

合会が都の税務行政の協力団体として行う事業活動を奨励するため、次の事業に要する経費として、

平成２３年度及び平成２４年度とも、４，４７５万円の補助金を交付している。 

ア 総連合会における都税の納税推進、税知識の普及、納税思想の普及・啓発等の事業 

イ 地区連合会における都税の口座振替納税推進、税知識の普及、組合相互の連絡調整等の事業 

 

第３ 監査の範囲及び実地監査期間 

１ 監査の範囲 

平成２３年度（平成２３．４．１～平成２４．３．３１）及び平成２４年度（平成２４．４．１

～平成２５．３．３１）の補助対象事業について実施した。 

２ 実地監査期間 

 （１）主税局          平成２５年１１月１８日及び同月２５日 

（２）東京納税貯蓄組合総連合会 平成２５年１１月２０日及び２１日 

 

第４ 監査の結果 

１ 総連合会の運営について 

総連合会が行っている補助対象事業について、総勘定元帳、伝票及び証ひょう等により、補助

金の算定は適正に行われているか、事業は適切に執行されているかについて検証した。 

その結果、補助金の算定は適正に行われており、事業は財政援助の目的に沿って適切に執行さ

れていると認められる。 
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第５ 補助対象事業の概要 

都は総連合会に対し、総連合会分と地区連合会分の補助金を合わせて交付し、総連合会は各地区

連合会に対し都からの補助金を交付している。 

平成２３年度及び平成２４年度における都からの補助金の交付状況は、表３のとおりであり、総

連合会及び地区連合会が実施した補助対象事業の主な実績は、表４及び表５のとおりである。 

 

（表３）補助金の交付状況                          

      （単位：千円、％） 

平成２３年度 平成２４年度 

補助対象 補助対象 

事業費 
補助金額 

補助

率 

補助対象 

事業費 
補助金額 

補助

率 

補助金の 

算定方法 

総連合会 ２９，３９７ ２３，４５０ 79.8 ２９，３７１ ２３，４５０ 79.8 
8/10以内 

（予算の範囲内）

地区連合会 ５３，６３６ ２１，３００ 39.7 ５３，８６７ ２１，３００ 39.5 
5/10以内 

（予算の範囲内）

合 計 ８３，０３３ ４４，７５０ ― ８３，２３８ ４４，７５０ ― 

（注）各地区連合会に対しては、総事業費を各会員の事業費で按分した金額を、総連合会を通じ

て交付する。 

 

（表４）総連合会が実施した補助対象事業の主な実績              

項  目 平成２３年度 平成２４年度 

広報宣伝 

会報     （年２回）計41,000部

街頭広報活動 

物品配布等 

会報     （年２回）計41,000部

街頭広報活動 

物品配布等 

研修会 税制等に係る研修 税制等に係る研修 

表彰 顕彰者感謝状・表彰    ２４５名 納税功労者表彰       ６６名

中学生作文コンクール

の実施 

審査事務、賞状・副賞等  

応募総数68,342編（675校）

審査事務、賞状・副賞等 

応募総数71,937編（686校）

青年部・女性部 学習会等開催 学習会等開催 

納税キャンペーン 物品配布等 物品配布等 

事務費 会議開催、事務局運営等 会議開催、事務局運営等 
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（表５）地区連合会が実施した補助対象事業の主な実績 

項  目 平成２３年度 平成２４年度 

広報 

会報（各地区連合会で発行） 

街頭広報活動 

物品配布等 

会報（各地区連合会で発行） 

街頭広報活動 

物品配布等 

研修会 税制等に係る研修 税制等に係る研修 

中学生作文コンクール

の実施 
募集、審査事務等 募集、審査事務等  

その他事業 地区まつりへの出展等 地区まつりへの出展等 

事務費 会議開催、事務局運営等 会議開催、事務局運営等 
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